
【図1】
 原油価格と天然ガス/LNGスポット価格
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欧州ガス価格は一時原油換算400ドル超の暴騰。アジア
スポットLNGも高騰。
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国際エネルギー情勢と
日本のエネルギー政策

　ロシアのウクライナ侵攻によって深刻な影響を受けた世界経済と世界のエネルギー情勢は、いまだ
に混迷状態が続いています。
　IEAなどとの国際協力で活躍し、国際エネルギー経済学会会長も歴任した著者は、本稿において、
ウクライナ侵攻以前からの天然ガス需要の増加、侵攻開始後の天然ガス市場の混乱などの状況を
分析し、2021年からの日本のエネルギー情勢、とくに 2022 年夏以降の GX 実行会議における
原子力の再評価に注目しています。

パ
リ
協
定
以
降
、
各
国
は
気
候
変
動
問
題
へ
の
対
応
を
最
優
先
課

題
と
位
置
付
け
、
2
0
5
0
年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
目
標
達

成
に
向
け
て
対
応
を
行
っ
て
き
た
。
T
C
F
D
※
１
や
E
S
G
投
資
※
２

な
ど
、
脱
炭
素
化
を
最
重
視
す
る
動
き
か
ら
、
石
油
や
ガ
ス
な
ど

の
化
石
燃
料
へ
の
上
流
投
資
は
脱
炭
素
化
に
反
す
る
動
き
と
し
て

十
分
に
行
わ
れ
ず
、
欧
州
で
は
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
以
前
か
ら
ガ
ス

の
供
給
不
足
が
生
じ
て
い
た
。

日
本
も
2
0
2
0
年
10
月
に
当
時
の
菅
首
相
が
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー

ト
ラ
ル
を
宣
言
し
て
以
来
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
や
地
球
温
暖
化

対
策
を
更
新
し
、
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
な
ど
の
技
術
戦
略
も

相
次
い
で
導
入
し
て
脱
炭
素
化
へ
の
動
き
が
加
速
化
し
て
き
た
。

2
0
2
2
年
２
月
の
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
は
世
界
に

大
き
な
衝
撃
を
与
え
た
。
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
で
供
給
さ
れ
る
天
然
ガ
ス

を
は
じ
め
ロ
シ
ア
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
依
存
度
が
高
い
欧
州
は
、
経

済
制
裁
に
よ
る
ロ
シ
ア
依
存
度
の
低
減
と
他
の
供
給
国
か
ら
の
確
保

に
追
わ
れ
て
い
る
。
欧
州
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
不
足
は
世
界
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
市
場
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
、
日
本
に
お
い
て
も
資
源
や
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
特
定
国
に
依
存
す
る
こ
と
の
リ
ス
ク
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
安

全
保
障
を
確
保
す
る
こ
と
の
重
要
性
を
あ
ら
た
め
て
深
く
認
識
す
る

こ
と
と
な
っ
た
。

本
稿
で
は
、
足
元
の
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
情
勢
と
日
本
へ
の
影
響

お
よ
び
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
変
化
に
つ
い
て
紹
介
す
る
。

実
際
に
は
ロ
シ
ア
侵
攻
以
前
の
2
0
2
1
年
初
め
か
ら
厳
冬
や
猛

暑
に
よ
る
電
力
需
要
の
急
増
に
供
給
が
間
に
合
わ
な
い
事
態
か
ら
、

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
電
源

と
し
て
ガ
ス
火
力
が

必
要
と
さ
れ
る
場
面

が
世
界
で
度
々
生
じ

て
い
た
。
１
月
の
日

本
や
韓
国
、
２
月
の

米
国
テ
キ
サ
ス
州
、

９
月
や
11
月
の
ス
ペ

イ
ン
や
英
国
の
例
で

あ
る
。
ガ
ス
需
要
の

急
増
は
価
格
高
騰
を

招
い
た
。【
図
1
】に
あ

る
よ
う
に
、
１
月
の

脱
炭
素
化
に
向
け
た
移
行
期
の

脱
炭
素
化
に
向
け
た
移
行
期
の

ガ
ス
需
要
増
加

ガ
ス
需
要
増
加（（
2
0
2
1

2
0
2
1
--2
0
2
2

2
0
2
2
年
前
半
）

年
前
半
）

は
じ
め
に

は
じ
め
に

※
１　

Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
と
は
、「
気
候
関
連
財
務
情
報
開
示
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス（ Task Force on Clim

ate-related 
Financial D

isclosures 

）」の
こ
と
。
Ｇ
20
の
要
請
を
受
け
て
金
融
安
定
理
事
会（
Ｆ
Ｓ
Ｂ
）が
民
間
主

導
の
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
と
し
て
設
置
し
た
。
企
業
な
ど
に
対
し
て
気
候
変
動
関
連
の
情
報
開
示
お
よ
び
金

融
機
関
の
対
応
を
ど
の
よ
う
に
行
う
か
を
検
討
す
る
国
際
的
な
組
織
で
あ
る
。

※
２　

Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
と
は
、「
環
境（Environm

ent

）」「
社
会（Social

）」「
企
業
統
治（G

overnance

）」の
頭
文
字

を
取
っ
た
も
の
で
、
そ
れ
ら
3
つ
の
要
素
を
考
慮
し
た
投
資
方
法
を「
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
」と
い
う
。
一
般
的
な

投
資
で
は
経
営
成
績
や
財
務
状
態
を
示
す「
財
務
諸
表
」を
も
と
に
企
業
を
評
価
す
る
が
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
で

は「
財
務
諸
表
」に
加
え
て
、
環
境
・
社
会
・
企
業
統
治
な
ど
の「
非
財
務
情
報
」に
配
慮
し
て
い
る
企
業
を

重
視
・
選
別
し
て
投
資
を
行
う
。



【図２】【図3】
 G7各国の一次エネルギー自給率とロシアへの依存度

一次エネルギー自給率
（2020年）

ロシアへの依存度
（輸入量におけるロシアの割合）（2020年）
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出典：資源エネルギー庁「化石燃料を巡る国際情勢等を踏まえた新たな石油・天然ガス政策の方向性について」（2022年4月22日）
　　 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shigen_nenryo/sekiyu_gas/pdf/018_03_00.pdf

 電源別発電電力量の推移
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北
東
ア
ジ
ア
や
９
、
11
月
の
欧
州
で
は
ス
ポ
ッ
ト
市
場
で
ガ
ス
価
格

が
高
騰
す
る
事
態
が
す
で
に
起
き
て
い
た
。
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
目
標
に
向
け
た
移
行
期
の
天
然
ガ
ス
の
重
要
性
は
か
ね
て
か
ら
指

摘
さ
れ
て
い
た
。
世
界
各
地
で
変
動
性
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

導
入
が
増
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、
機
動
的
に
再
エ
ネ
電
力
の
変
動
を

補
い
、
天
候
不
順
な
ど
に
よ
る
需
要
の
急
増
へ
の
対
応
が
可
能
で
二

酸
化
炭
素
排
出
量
が
相
対
的
に
少
な
い
ガ
ス
火
力
の
運
用
が
増
え
て

い
る
の
で
あ
る
。

2
0
2
2
年
2
月
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
は
す
で
に
起

き
て
い
た
天
然
ガ
ス
市
場
の
混
乱
に
拍
車
を
か
け
た
。
ロ
シ
ア
か
ら
の

パ
イ
プ
ラ
イ
ン
ガ
ス
供
給
へ
の
依
存
が
大
き
い
欧
州
各
国
で
は
、
暖
房

用
の
燃
料
と
し
て
も
天
然
ガ
ス
を
利
用
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
一
般
市

民
の
生
活
を
も
脅
か
す
重
大
な
事
態
と
な
り
、
電
力
と
ガ
ス
の
供
給

不
安
の
解
消
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
た
。

背
景
に
あ
る
の
が
、
欧
州
の
ロ
シ
ア
へ
の
依
存
度
の
高
さ
で
あ
る
。

2
0
2
0
年
の
デ
ー
タ
で
は
石
炭（
48
％
）、
天
然
ガ
ス（
37
％
）、
石

油（
26
％
）の
何
れ
も
ロ
シ
ア
が
最
大
の
輸
入
相
手
国
で
あ
る
。【
図
２
】

の
Ｇ
７
各
国
比
較
に
あ
る
よ
う
に
、
ド
イ
ツ
や
イ
タ
リ
ア
は
ロ
シ
ア
へ

の
依
存
度
が
極
め
て
高
い
。

欧
州
は
2
0
2
2
年
3
月
に
Ｅ
Ｃ 

R
E
P
o
w
e
r
E
U
で
新
た

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
の
影
響

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
の
影
響

（
欧
州
と
日
本
の
違
い
）

（
欧
州
と
日
本
の
違
い
）

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造

な
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
対
策
を
発
表
し
た
。
主
な
対
策
は
効
率
化

に
よ
る
需
要
の
削
減
と
液
化
天
然
ガ
ス（
L
N
G
）の
追
加
供
給
お
よ

び
風
力
・
太
陽
光
発
電
の
導
入
加
速
化
で
あ
る
。
あ
く
ま
で
も
想
定

に
よ
る
需
給
バ
ラ
ン
ス
で
あ
り
、
悪
天
候
に
よ
る
需
要
の
急
増
な
ど

へ
の
対
応
と
し
て
、
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
以
来
２
度
目
の
冬

を
迎
え
る
今
冬
は
暖
房
の
設
定
温
度
の
引
き
下
げ
な
ど
、
市
民
に
行

動
変
革
を
求
め
る
い
わ
ゆ
る
我
慢
の
省
エ
ネ
も
要
請
し
て
い
る
。

日
本
も
ロ
シ
ア
か
ら
化
石
燃
料
を
輸
入
し
て
い
る
が
、
ロ
シ
ア
か
ら

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
輸
入
は
限
定
的
だ
。
自
給
率
が
極
め
て
低
い
日
本
に

と
っ
て
ロ
シ
ア
か
ら
の
輸
入
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
国
の
多
様
化
の
一
環
で

あ
る
が
、
欧
州
に
比
べ
る
と
格
段
に
ロ
シ
ア
依
存
度
は
少
な
い
。
ロ
シ
ア

極
東
の
石
油
・
天
然
ガ
ス
開
発
事
業「
サ
ハ
リ
ン
１
、２
」へ
の
資
本
参
加

も
多
様
化
戦
略
の
一
つ
で
あ
る
。
ロ
シ
ア
へ
の
経
済
制
裁
を
強
化
す
る

中
、
G
７
と
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
合
意
が
得
ら
れ
た
ロ
シ
ア
産
原
油
へ

の
プ
ラ
イ
ス
キ
ャ
ッ
プ
※
３
も
開
始
さ
れ
た
が
、
天
然
ガ
ス
主
体
の
サ
ハ

リ
ン
２
は
除
外
、
サ
ハ
リ
ン
１
に
つ
い
て
は
2
0
2
3
年
い
っ
ぱ
い
の
猶

予
を
容
認
す
る
な
ど
、
G
７
内
で
一
定
の
理
解
が
得
ら
れ
て
い
る
。

こ
こ
で
少
し
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
に
つ
い
て
振
り
返
っ
て
み
た
い
。

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
1
9
7
0
年
代
の
石
油
危
機
以
来
、
自
給

率
の
確
保
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
安
定
供
給
を
重
視
し
て
き
た
。
１
つ
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
源（
石
油
）と
中
東
に
依
存
し
て
き
た
こ
と
の
反
省
か
ら
、
利
用
す

る
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
と
供
給
国
の
多
様
化
を
通
じ
て
安
定
供
給

を
確
保
す
る
こ
と
が
重
要
な
対
応
の
柱
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、【
図
3
】に

※
３　

こ
こ
で
は
、
ロ
シ
ア
へ
の
経
済
制
裁
を
目
的
に
ロ
シ
ア
産
原
油
に
価
格
上
限（
プ
ラ
イ
ス
キ
ャ
ッ
プ
）を
設
定
す

る
こ
と
。
ロ
シ
ア
産
原
油
お
よ
び
石
油
製
品
の
う
ち
、
上
限
価
格
を
超
え
る
も
の
に
つ
い
て
、
海
上
輸
送
の

際
に
保
険
各
社
が
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
付
帯
す
る
こ
と
な
ど
を
禁
止
す
る
。
E
U
、
G
7
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

（「
プ
ラ
イ
ス
キ
ャ
ッ
プ
連
合
」）は
、
世
界
市
場
へ
の
ロ
シ
ア
産
原
油
の
供
給
を
維
持
す
る
と
同
時
に
、
ロ
シ

ア
が
石
油
輸
出
か
ら
得
る
収
益
を
削
減
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
2
0
2
2
年
12
月
5
日
か
ら
発
効
す

る
法
律
と
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
導
入
し
た
。
原
油
の
プ
ラ
イ
ス
キ
ャ
ッ
プ
は
１
バ
レ
ル
あ
た
り
60
米
ド
ル
。
石
油

製
品（
化
成
品
）に
つ
い
て
は
2
0
2
3
年
2
月
5
日
に
別
途
プ
ラ
イ
ス
キ
ャ
ッ
プ
が
導
入
さ
れ
る
予
定
。



【図4】

【図5】

 6月の最大需要電力の推移（東京電力管内）
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出典：資源エネルギー庁「2022年度の電力需給対策について」、第52回 総合資源エネルギー
　　 調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会資料（2022年7月20日）
　　 （https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/052_04_03.pdf）
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　　 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会資料（2022年6月30日）
　　 （https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/051_03_01.pdf）
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日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
現
状

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
現
状

※
５　
「
電
力
需
給
ひ
っ
迫
警
報
」は
東
日
本
大
震
災
に
よ
っ
て
電
力
需
給
が
ひ
っ
迫
し
た
こ
と
を
背
景
に

2
0
1
2
年
に
導
入
さ
れ
た
制
度
。
電
力
の
需
給
バ
ラ
ン
ス
が
乱
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
場
合
、
事
前

に
節
電
協
力
を
呼
び
か
け
、
停
電
や
ブ
ラ
ッ
ク
ア
ウ
ト（
大
規
模
停
電
）を
防
ぐ
の
が
目
的
。
発
令
の
基
準

は
、「
翌
日
の
電
力
供
給
の
予
備
率（
余
力
）が
3
％
を
下
回
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
場
合
」と
さ
れ
て
い
る
。

示
し
た
よ
う
に
、
電
源
構
成
で
は
２
度
の
石
油
危
機
後
は
原
子
力
の

開
発
と
L
N
G
の
利
用
を
増
や
し
た
ほ
か
、
石
炭
の
海
外
か
ら
の
輸

入
に
も
活
路
を
見
出
し
た
。

こ
の
よ
う
に
、
国
内
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
が
限
ら
れ
、
他
の
国
と

送
電
線
や
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
な
ど
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
つ
な
が
っ
て
い

な
い
日
本
で
は
、
海
外
か
ら
の
輸
入
を
前
提
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多

様
化
と
供
給
源（
国
）の
多
様
化
が
戦
略
の
重
要
な
柱
で
あ
っ
た
。

気
候
変
動
へ
の
対
応
が
加
わ
り
、
よ
り
環
境
負
荷
の
少
な
い
エ
ネ
ル

ギ
ー
源
へ
の
シ
フ
ト
が
必
要
と
な
っ
て
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環

境
政
策
は
３
E（
安
定
供
給
、
経
済
性
、
環
境
適
合
） ※
４
を
考
え
方
の

基
本
と
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
2
0
1
0
年
に
策
定
さ
れ
た
第
３
次

エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進
に

加
え
て
、
原
子
力
を
環
境
適
合
の
中
心
と
し
て
発
電
電
力
量
の
５
割

を
原
子
力
で
賄
う
計
画
を
描
い
て
い
た
。

日
本
に
お
い
て
も
、
2
0
2
1
年
初
頭
か
ら
急
な
天
候
不
順
に
よ

る
需
要
の
急
増
に
供
給
が
追
い
付
か
な
い
事
象
が
生
じ
て
い
た
が
、

2
0
2
2
年
に
は
２
回
の
電
力
需
給
ひ
っ
迫
が
生
じ
た
。
3
月
21
日

に
は
東
京
・
東
北
エ
リ
ア
に
2
0
1
2
年
の
制
定
以
降
初
め
て
、
電

力
需
給
ひ
っ
迫
警
報
が
発
令
さ
れ
た
※
５
。
背
景
に
２
つ
の
要
因
が

あ
っ
た
。
第
１
に
春
先
に
季
節
外
れ
の
寒
波
が
訪
れ
た
こ
と
で
、
暖

房
需
要
の
増
加
が
見
込
ま
れ
た
こ
と
。

3
月
22
日
の
東
京
は
、
最
高
気
温
が
10
℃
を
下
回
る
真
冬
並
み
の

寒
さ
と
な
り
、
都
内
で
は
降
雪
も
観
測
さ
れ
た
。
気
温
が
1
℃
下

が
っ
て
増
え
る
発
電
量
は
、
大
型
の
発
電
所
1
基
分
に
相
当
す
る
と

言
わ
れ
て
い
る
。
第
２
に
3
月
16
日
に
福
島
県
沖
で
発
生
し
た
最
大

震
度
6
強
の
地
震
の
影
響
で
あ
る
。
当
時
そ
の
影
響
に
よ
っ
て
東
京
・

東
北
エ
リ
ア
の
火
力
発
電
所
14
基
が
運
転
を
停
止
し
、
周
波
数
低
下

リ
レ
ー
が
自
動
作
動
し
た
こ
と
で
、
一
時
的
に
約
2
1
0
万
戸
で
停

電
が
発
生
し
た
。
そ
の
後
も
設
備
ト
ラ
ブ
ル
の
た
め
東
京
電
力
管
内

で
計
画
外
停
止
あ
る
い
は
出
力
低
下
が
続
き
、
3
月
22
日
時
点
で
も

6
基
が
運
転
を
再
開
で
き
ず
、
電
力
の
供
給
能
力
が
一
時
的
に
下

が
っ
て
い
た
。
こ
の
よ
う
な
事
象
は
従
来
も
発
生
し
て
い
た
が
、
２

つ
同
時
に
発
生
し
た
こ
と
で
、
警
報
の
発
令
に
至
る
事
態
と
な
っ
た
。

一
時
は
東
京
電
力
管
内
で
需
要
が
供
給
を
上
回
る
状
態
に
も
な
っ

た
が
、
停
電
は
回
避
さ
れ
、
東
北
電
力
管
内
で
は
翌
22
日
、
東
京
電

力
管
内
で
は
23
日
に
警
報
は
解
除
さ
れ
た
。
た
だ
し
、
節
電
で
き
た

の
は
目
標
値
の
70
％
ほ
ど
だ
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
課
題
を
残
す
結
果

と
な
っ
た
。

そ
の
後
政
府
や
電
気
事
業
者
は
対
応
策
の
検
討
を
続
け
て
い
た
が
、

6
月
下
旬
に
は
猛
暑
の
影
響
で
需
給
の
ひ
っ
迫
が
懸
念
さ
れ
た
。

関
東
地
方
で
は
6
月
27
日
に
例
年
に
な
く
早
い
梅
雨
明
け
が
宣
言

さ
れ
、
東
日
本
が
猛
暑
と
な
っ
た
。
こ
の
た
め
、
東
京
エ
リ
ア
の

ピ
ー
ク
需
要
が
例
年
同
時
期
の
最
大
値
を
大
き
く
上
回
る
記
録
が

※
４　

３
Ｅ
と
は
、Energy Security

（
安
定
供
給
）、 Econom

ic Effi
ciency （

経
済
性
）と Environm

ent

（
環
境
適
合
）の
頭
文
字
を
と
っ
た
も
の
で
あ
る
。

続
い
た【
図
4
】。
例
年
は
梅
雨
で
あ
る
こ
の
時
期
に
は
夏
の
高
需
要

期
に
向
け
た
設
備
点
検
を
行
っ
て
お
り
、
過
去
に
な
い
需
要
に
対

し
て
十
分
な
供
給
力
が
確
保
で
き
な
い
恐
れ
が
あ
っ
た
。

供
給
面
で
は
東
京
電
力
パ
ワ
ー
グ
リ
ッ
ド（
株
）（
以
下
Ｐ
Ｇ
）が
設

備
の
計
画
点
検
を
延
期
す
る
な
ど
し
て
供
給
力
を
確
保
し
た
ほ
か
、

他
エ
リ
ア
か
ら
の
電
力
調
達
体
制
を
電
力
広
域
的
運
営
推
進
機
関
が

整
備
し
た
。
需
要
面
で
は
３
月
時
に
事
前
の
広
報
が
不
十
分
だ
っ
た

反
省
か
ら
、
政
府
や
東
京
電
力
Ｐ
Ｇ
が
需
給
ひ
っ
迫
に
関
す
る
準
備

情
報
を
広
く
共
有
し
、
節
電
要
請
を
行
っ
た
。
こ
の
結
果
、
該
当
す

る
期
間
の
予
備
率
を
3
〜
4
％
ま
で
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
て
供

給
が
不
足
す
る
事
態
を
回
避
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

上
述
の
２
つ
の
事
象
に
共
通
す
る
の
は
、
季
節
外
れ
の
需
要
の
増
大

と
背
後
で
起
き
て
い
た
火
力
発
電
設
備
の
休
廃
止
で
あ
る
。
定
期
点
検

を
行
う
こ
と
の
多
い
中
間
期
に
記
録
的
な
寒
波
や
猛
暑
に
よ
る
需
要
の

増
大
が
起
き
た
こ
と
で
、
設
備
容
量（
kW
）の
ひ
っ
迫
が
生
じ
た
。
ま
た
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
目
標
の
達
成
に
向
け
て
、
再
エ
ネ
電
力
の
増

大
と
原
子
力
発
電
の
再
稼
働
が
進
め
ら
れ
る
中
、
2
0
1
6
年
の
電
力

小
売
自
由
化
以
降
、
経
済
性
を
失
っ
た
老
朽
火
力
発
電
の
休
廃
止
が

進
み【
図
5
】、
急
な
需
要
増
大
な
ど
へ
の
調
整
力
が
失
わ
れ
つ
つ
あ
る
。
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２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
達
成

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
達
成

に
向
け
た
原
子
力
の
再
評
価

に
向
け
た
原
子
力
の
再
評
価

2
0
2
2
年
は
夏
よ
り
も
先
に
冬
の
電
力
需
給
バ
ラ
ン
ス
が
懸

念
さ
れ
て
い
た
。
3
月
お
よ
び
６
月
の
需
給
ひ
っ
迫
を
受
け
て
、

政
府
は
供
給
面
、
需
要
面
お
よ
び
構
造
的
な
視
点
か
ら
の
対
策
を

検
討
し
、
９
月
ま
で
に
冬
の
供
給
予
備
率
が
最
低
線
で
あ
る
3
％

を
超
え
る
と
こ
ろ
ま
で
供
給
力
を
確
保
し
た
。
３
月
の
福
島
県
沖

地
震
で
休
止
し
て
い
た
火
力
発
電
所
の
復
旧
に
加
え
、
追
加
供
給

力
公
募
な
ど
で
休
止
し
て
い
た
火
力
発
電
の
供
給
力
を
確
保
し
た
。

従
来
事
前
に
把
握
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
発
電
所
の
休
廃
止
の
事
前

届
け
出
制
度
も
導
入
し
た
が
、
主
に
緊
急
時
に
活
用
さ
れ
て
い
た

石
油
火
力
発
電
設
備
の
廃
止
が
継
続
す
る
見
込
み
の
た
め
、
当
面

は
新
設
計
画
も
あ
る
が
、
供
給
力
全
体
は
減
少
傾
向
。
今
後
も
稼

働
率
低
下
や
卸
電
力
取
引
市
場
の
価
格
低
迷
・
採
算
悪
化
か
ら
さ
ら

に
加
速
す
る
懸
念
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
長
期
脱
炭
素
電
源
オ
ー
ク

シ
ョ
ン
の
検
討
や
、
大
規
模
災
害
な
ど
を
念
頭
に
置
い
た
供
給
力
対

策
と
し
て
の
予
備
電
源（
追
加
対
策
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
る
休
止

電
源
の
確
保
）に
関
す
る
検
討
が
進
行
中
。
こ
の
ほ
か
、
電
力
供
給

の
不
足
へ
の
対
応
を
含
む
突
然
の
ガ
ス
不
足
へ
の
対
応
策
と
し
て
、

余
裕
の
あ
る
企
業
か
ら
不
足
す
る
企
業
に
短
期
的
に
ガ
ス
を
融
通

し
た
り
、
政
府
を
含
め
情
報
を
関
係
者
で
共
有
す
る
シ
ス
テ
ム
整

備
な
ど
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。

世
界
的
な
ガ
ス
不
足
は
こ
の
機
会
に
一
挙
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
に
シ
フ
ト
す
る
チ
ャ
ン
ス
だ
と
の
主
張
も
あ
る
が
、
欧
州
で
は

ガ
ス
不
足
に
よ
る
電
力
不
足
の
問
題
か
ら
短
期
的
に
石
炭
の
利
用

が
増
え
る
状
況
も
生
じ
て
い
る
。
ま
た
、
脱
原
子
力
を
宣
言
し
て

い
た
ベ
ル
ギ
ー
や
ド
イ
ツ
で
、
一
時
的
に
原
子
力
の
利
用
オ
プ
シ
ョ

ン
を
維
持
す
る
動
き
も
あ
り
、
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
多
様
性
の
確

保
や
、
各
国
そ
れ
ぞ
れ
の
電
源
の
組
み
合
せ
を
考
え
る
こ
と
の
重

要
性
が
あ
ら
た
め
て
認
識
さ
れ
て
い
る
。

さ
ら
に
重
要
な
の
が
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
目
指
す
過
程

で
の
化
石
燃
料
の
役
割
の
見
直
し
と
上
流
開
発
の
確
保
で
あ
る
。

パ
リ
協
定
以
降
、
グ
ラ
ス
ゴ
ー
で
開
催
さ
れ
た
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26
ま
で
は

脱
炭
素
化
が
最
優
先
で
あ
る
と
い
う
認
識
が
欧
州
を
中
心
に
強
く
、

金
融
機
関
な
ど
投
資
家
か
ら
民
間
企
業
へ
の
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
も
高

ま
っ
て
い
た
。
グ
ラ
ス
ゴ
ー
で
は
、
ク
リ
ー
ン
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の

移
行
に
向
け
て
化
石
燃
料
へ
の
新
た
な
公
的
直
接
支
援
の
終
了
を

謳
う
英
国
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
に
39
カ
国
が
賛
同
す
る
と
発
表
さ

れ
た
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
欧
州
に
比
べ
て

少
な
く
原
子
力
の
再
稼
働
が
遅
れ
て
い
る
こ
と
で
、
石
炭
を
含
む

化
石
燃
料
利
用
か
ら
の
脱
却
が
見
通
せ
な
い
日
本
や
、
域
内
で
安
価

な
石
炭
が
豊
富
に
入
手
可
能
な
こ
と
で
比
較
的
新
し
い
石
炭
火
力
の

多
い
A
S
E
A
N
地
域
に
お
い
て
は
、
移
行
期
の
化
石
燃
料
の
確

保
と
C
C
S
※
６
技
術
実
用
化
の
重
要
性
は
強
く
認
識
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
欧
州
な
ど
で
は
移
行
期
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
へ
の
資
金
確

保
へ
の
問
題
意
識
は
な
か
な
か
共
有
さ
れ
な
い
状
況
で
あ
っ
た
。

原
子
力
利
用
に
つ
い
て
は
、
英
国
が
2
0
0
8
年
以
降
一
貫
し

て
新
設
方
針
を
掲
げ
て
い
る
が
、
2
0
2
1
年
後
半
か
ら
他
の
欧

州
諸
国
に
お
い
て
も
そ
の
有
用
性
が
再
認
識
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
前

述
の
通
り
、
2
0
2
1
年
夏
以
降
、
変
動
性
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
で
あ
る
風
力
発
電
の
不
足
か
ら
ス
ペ
イ
ン
や
英
国
で
電
力
不

足
が
生
じ
、
調
整
力
と
し
て
ガ
ス
火
力
の
焚
き
増
し
が
行
わ
れ
た

こ
と
で
ガ
ス
や
電
力
価
格
の
高
騰
が
起
き
た
。
当
時
検
討
さ
れ
て

い
た
Ｅ
Ｕ
タ
ク
ソ
ノ
ミ
ー
※
７
で
の
原
子
力
と
天
然
ガ
ス
の
扱
い
に

も
影
響
が
あ
っ
た
。
従
来
は
環
境
配
慮
が
な
い
と
し
て
評
価
さ
れ

な
い
見
込
み
で
あ
っ
た
天
然
ガ
ス
と
原
子
力
は
厳
し
い
条
件
付
き

な
が
ら
も
一
転
し
て
タ
ク
ソ
ノ
ミ
ー
で
位
置
付
け
ら
れ
る
こ
と
に

な
っ
た
。

フ
ラ
ン
ス
で
は
経
済
性
評
価
の
結
果
か
ら
再
生
可
能
電
力
1
0
0
％

の
シ
ナ
リ
オ
は
非
現
実
的
だ
と
し
て
、
原
子
力
発
電
所
６
基
の
新
設

を
決
め
、
2
0
2
2
年
2
月
に
マ
ク
ロ
ン
大
統
領
が
発
表
し
た
。
今

後
の
状
況
を
見
て
さ
ら
に
８
基
の
新
設
を
検
討
す
る
計
画
も
あ
る
。

東
欧
ポ
ー
ラ
ン
ド
や
バ
ル
ト
３
国
の
エ
ス
ト
ニ
ア
で
は
、
気
候
変
動

対
策
だ
け
で
な
く
自
国
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
電
力
の
安
定
供
給
を

念
頭
に
原
子
力
の
新
設
を
決
定
し
て
い
る
。
ま
た
、
ベ
ル
ギ
ー
で
は

脱
原
発
の
時
期
を
10
年
後
倒
し
に
し
た
ほ
か
、
ド
イ
ツ
で
は
残
存
す

る
３
基
の
原
子
力
発
電
の
廃
止
を
予
定
の
2
0
2
2
年
末
か
ら
来

春
ま
で
延
期
し
、
冬
季
の
非
常
時
の
対
応
の
た
め
に
待
機
さ
せ
る

な
ど
方
針
変
更
が
さ
れ
た
。

日
本
で
は
2
0
2
1
年
に
策
定
さ
れ
た
第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基

本
計
画
で
、
原
子
力
を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
並
ぶ
主
力
電
源

と
し
て
位
置
付
け
、
前
回
同
様
2
0
3
0
年
の
発
電
電
力
量
の
20

〜
22
％
程
度
を
期
待
す
る
一
方
で
、
可
能
な
限
り
原
発
依
存
度
を

低
減
す
る
と
記
載
さ
れ
る
な
ど
、
原
子
力
政
策
に
曖
昧
さ
を
残
す

状
態
が
続
い
て
き
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
世
界
的
な
ガ
ス
供
給
の

不
足
と
価
格
の
高
騰
を
背
景
に
し
た
欧
州
で
の
原
子
力
の
再
評
価

も
あ
り
、
９
月
以
降
は
日
本
に
お
い
て
も
原
子
力
に
つ
い
て
新
し
い

動
き
が
見
ら
れ
た
。

2
0
2
2
年
8
月
24
日
の
Ｇ
Ｘ
実
行
会
議
に
お
い
て
、
岸
田
総
理

大
臣
は
Ｇ
Ｘ（
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）を
進
め
る

上
で
不
可
欠
な
脱
炭
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
、
原
子
力
を
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
並
ぶ
将
来
に
わ
た
る
選
択
肢
と
し
て
、
強
化
す

る
た
め
の
あ
ら
ゆ
る
方
策
に
つ
い
て
年
内
に
具
体
的
な
結
論
を
出

す
よ
う
に
指
示
し
た
。
検
討
内
容
は
、
安
全
審
査
を
通
過
し
た
既

設
原
子
炉
の
再
稼
働
の
加
速
化
、
安
全
性
の
確
保
を
大
前
提
に
し

た
運
転
期
間
の
延
長
な
ど
既
設
炉
の
最
大
限
の
活
用
、
新
た
な
安

全
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
組
み
込
ん
だ
次
世
代
革
新
炉
の
開
発
・
建
設
な

ど
で
あ
る
。

岸
田
総
理
の
指
示
で
日
本
の
原
子
力
政
策
が
推
進
へ
と
転
換
が

始
ま
っ
た
こ
と
は
国
内
だ
け
で
な
く
世
界
の
注
目
を
集
め
た
。
総
合

※
６　

“C
arbon dioxide C

apture and Storage”

の
頭
文
字
を
取
っ
た
も
の
で
あ
り
、
二
酸
化
炭
素
を
回
収

し
貯
留
す
る
こ
と
。

※
７　

Ｅ
Ｕ
タ
ク
ソ
ノ
ミ
ー
は
、
企
業
の
経
済
活
動
が
地
球
環
境
に
と
っ
て
持
続
可
能
で
あ
る
か
ど
う
か
を
判
定

し
、
グ
リ
ー
ン
な
投
資
を
促
す
Ｅ
Ｕ
独
自
の
仕
組
み
。
タ
ク
ソ
ノ
ミ
ー
は「
分
類
」と
い
う
意
味
で
、
持
続

可
能
な
経
済
活
動
に
取
り
組
む
企
業
の
明
確
化
を
目
的
と
し
て
い
る
。



【図6】
 原子力の開発・利用に当たっての「基本原則」

●2022 年 8月24日の第 2回 GX 実行会議において提起された課題も含めて、今後の原子力政策については、下記の
「基本原則」に沿った検討を進めていくことが適当。

●分野横断的・時間的な 「政策の一貫性」を担保しつつ、予見可能性や国民理解を高めていく観点からも、「基本原則」に
示した考え方については、法令等においても明確化することが望ましい｡

原
子
力
の
開
発
・
利
用
に
当
た
っ
て
の「
基
本
原
則
」

❶ 開発・利用に当たって「安全性が最優先」であるとの共通原則の再認識
❷ 原子力が実現すべき価値
　・革新技術による安全性向上
　・安全強化に向けた不断の組織運営の改善、社会との開かれた対話を通じた、エネルギー利用に関する

理解･受容性の確保
　・我が国のエネルギー供給における「自己決定力」の確保
　・グリーントランスフォーメーションにおける「牽引役」としての貢献
❸国・事業者が満たすべき条件
　・規制に止まらない安全追求・地域貢献と、オープンな形での不断の問い直し
　・安全向上に取り組んでいく技術・人材の維持・強化、必要なリソースの確保
　・バックエンド問題等、全国的な課題において前面に立つべき国の責務遂行
　・関係者が上述の価値の実現に向けて取り組むために必要となる国の政策措置
　・官民の関係者による取組全体の整合性を確保していくための枠組みの検討

出典：第35回原子力小委員会資料5「今後の原子力政策の方向性と実現に向けた行動指針（案）のポイント」（2022年12月8日）
　　 (https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/035_05_00.pdf)

　　1213　　ひろば　516 号

山や
ま
し
た下 

ゆ
か
り

日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
所 

常
務
理
事

担
任
す
る
計
量
分
析
ユ
ニ
ッ
ト
は
我
が
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
議
論
に
資
す
る
各
種

分
析
で
貢
献
。
毎
年
10
月
に
発
表
す
る
Ｉ
Ｅ
Ｅ
Ｊ
ア
ウ
ト
ル
ッ
ク
は
タ
イ
ム
リ
ー
な
分
析
と

気
候
変
動
の
実
践
的
ア
プ
ロ
ー
チ
で
世
界
に
知
ら
れ
る
。
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）、

Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
、
Ｅ
Ｒ
Ｉ
Ａ
、
Ｉ
Ｐ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
な
ど
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
の
国
際
協
力
で
活
躍
し
、

国
際
会
議
等
で
の
講
演
・
モ
デ
レ
ー
タ
ー
の
経
験
も
豊
富
。

２
０
２
０
年
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
学
会 

会
長
、
２
０
２
１
年E

xecutive V
ice P

resident

を
経
て
、
２
０
２
２
年
は
同
学
会P

ast P
resident

。
国
内
で
は
原
子
力
小
委
員
会
を
含
む

経
済
産
業
省
、
環
境
省
等
の
委
員
を
歴
任
。

お
わ
り
に

お
わ
り
に

※
８　

東
日
本
大
震
災
発
生
後
の
法
制
度
の
変
更
、
行
政
指
導
、
裁
判
所
に
よ
る
仮
処
分
命
令
等
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
調
査
会
原
子
力
小
委
員
会
で
は
、
中
間
論
点
整

理
と
自
主
的
安
全
性
確
保
や
安
全
性
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
改
革
な
ど
安

全
性
に
関
す
る
議
論
を
出
発
点
と
し
て
、
3
カ
月
半
の
期
間
に
6

回
議
論
を
行
っ
た
。
運
転
期
間
の
延
長
に
つ
い
て
は
、
2
0
2
2

年
7
月
に
原
子
力
規
制
委
員
会
が
現
在
原
則
40
年
プ
ラ
ス
20
年
の

最
長
60
年
と
さ
れ
て
い
る
発
電
⽤
原
⼦
炉
施
設
の
利
⽤
期
間
の
延

長
を
ど
の
程
度
認
め
る
か
は
、「
原
⼦⼒

の
利
⽤
の
在
り
⽅
に
関
す

る
政
策
判
断
に
ほ
か
な
ら
ず
、
原
⼦⼒

規
制
委
員
会
が
意
⾒
を
述

べ
る
べ
き
事
柄
で
は
な
い
」と
い
う
見
解
を
公
表
し
た
こ
と
か
ら
、

利
用
側
で
あ
る
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
が
事
務
局
を
務
め
る
原
子
力

小
委
員
会
に
お
い
て
検
討
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

2
0
2
2
年
12
月
初
旬
ま
で
の
同
小
委
員
会
で
検
討
さ
れ
た
内
容

は
、
原
⼦⼒

の
開
発
・
利
⽤
に
当
た
っ
て
の「
基
本
原
則
」と
今
後
の

原
子
力
政
策
の
方
向
性
と
実
現
に
向
け
た 

「
行
動
指
針
」と
し
て
ま

と
め
ら
れ
た
。
行
動
指
針
で
は
、
既
設
原
子
炉
の
運
転
期
間
の
延

長
に
つ
い
て
、
20
年
を
基
礎
と
し
た
上
で
、
事
業
者
が
予
見
し
が

た
い
事
由
※
８
に
よ
る
停
止
期
間
を
考
慮
す
る
案
で
取
り
ま
と
め
た
。

そ
の
際
、
延
長
を
認
め
る
要
件
を
安
定
供
給
や
選
択
肢
の
確
保
、

脱
炭
素
化
に
よ
る
Ｇ
Ｘ
へ
の
貢
献
お
よ
び
事
業
者
の
自
主
的
な
安

全
向
上
に
向
け
た
体
制
整
備
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
新
た
な
安
全

メ
カ
ニ
ズ
ム
を
組
み
込
ん
だ
次
世
代
革
新
炉
の
開
発
・
建
設
に
つ
い

て
は
、
ま
ず
は
廃
止
決
定
炉
の（
同
じ
敷
地
内
で
の
）建
て
替
え
を
対

象
と
す
る
と
し
た
。
こ
の
ほ
か
、
再
処
理
・
廃
炉
・
最
終
処
分
の
プ

ロ
セ
ス
加
速
化
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
維
持
・
強
化
、
国
際
的
な

共
通
課
題
の
解
決
へ
の
貢
献
が
含
ま
れ
る
。
本
件
は
、
こ
の
後
総
合

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
基
本
政
策
分
科
会
を
経
て
、
Ｇ
Ｘ
実
行
会

議
で
ほ
ぼ
原
案
ど
お
り
決
定
さ
れ
た【
図
6
】。

コ
ロ
ナ
禍
は
す
で
に
3
年
近
く
と
な
り
、
テ
レ
ワ
ー
ク
や
オ
ン
ラ

イ
ン
会
議
が
浸
透
す
る
な
ど
、
人
々
の
生
活
は
大
き
く
変
化
し
た
。

ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
の
行
方
は
ま
だ
混
沌
と
し
て
い
る
上
に
、

米
中
間
を
筆
頭
に
世
界
の
分
断
も
顕
在
化
し
て
い
る
。
気
候
変
動
へ

の
対
応
の
必
要
性
に
変
わ
り
が
な
い
中
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
や
技
術

な
ど
、
持
て
る
国
と
持
た
ざ
る
国
の
格
差
も
明
ら
か
に
な
り
つ
つ
あ

り
、
各
国
が
協
調
し
、
技
術
革
新
を
加
速
し
て
す
す
め
る
べ
き
取
組

の
可
能
性
に
疑
問
が
生
じ
て
い
る
。
足
元
の
天
然
ガ
ス
の
争
奪
戦
は

コ
ロ
ナ
禍
で
の
ワ
ク
チ
ン
確
保
の
よ
う
な
自
国
優
先
の
風
潮
を
彷
彿

と
さ
せ
る
。

コ
ロ
ナ
禍
を
境
に
大
き
く
変
わ
っ
て
し
ま
っ
た
世
界
で
日
本
企
業

が
生
き
残
る
た
め
に
は
ど
の
よ
う
な
産
業
構
造
、
社
会
経
済
構
造
を

目
指
す
べ
き
な
の
か
、
ど
の
技
術
を
開
発
・
維
持
す
べ
き
な
の
か
な

ど
、
企
業
の
生
き
残
り
を
か
け
た
技
術
覇
権
競
争
が
す
で
に
始
ま
っ

て
い
る
。


